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労務費、原材料費、エネルギーコスト等の取引価格を反映した 

契約の適正化について 

 

平素は本会の活動に対しまして、格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、本会では、令和 4 年 4 月 27 日付、全建事発第 016 号「労務費、原材料費、

エネルギーコスト等の取引価格を反映した適正な請負代金の設定や適正な工期の確

保について」にて、現下の原材料費等の高騰の状況を踏まえ、建設資材業者に対する

適切な配慮について通知しているところですが、この度、国土交通省より生コンクリ

ートの原材料費やエネルギーコストの高騰の状況を踏まえ、生コンクリートの売買契

約を締結する際において、適切な対応を図るよう要請がありました。 
つきましては、ご多忙の折、誠に恐縮ですが、本件について貴会会員企業の皆様へ

周知賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 
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別紙 3 令和 3年度 資材や原油の価格高騰による影響に係るヒアリング 
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